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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　横方向へ延びる前後端部と、縦方向へ延びる両側部とを有し、前記前後端部間に前胴周
り域および後胴周り域と、それら胴周り域の間に位置する股下域とが画成され、透液性表
面シートおよび不透液性裏面シートと、前記両側部に位置して縦方向へ延びる一対の不透
液性第１防漏シートと、前記表裏面シートの間に介在して前記前後端部間に延びる吸液性
コアとから構成され、前記第１防漏シートが、前記前後端部間に位置して縦方向へ延びる
固定側部と、前記固定側部に並行して縦方向へ延びていて前記表面シートの上方へ起立性
向を有する自由部と、前記前後端部に位置して横方向へ倒伏した固定両端部とから形成さ
れ、縦方向へ延びる伸縮性第１弾性部材が、前記第１防漏シートの自由部に収縮可能に取
り付けられた使い捨て着用物品において、
　前記コアが延びる前記後胴周り域の部位が、前記後端部の側に位置する第１部位と、前
記股下域の側に位置する第２部位とに区分され、前記第２部位に位置する前記コアの横方
向の曲げ剛性が、前記股下域と前記第１部位とに位置する前記コアの横方向のそれよりも
低く、前記第１防漏シートの固定端部と前記第１弾性部材の縦方向端部とが、前記後胴周
り域の第１部位上に位置し、
　前記第１部位が、前記第１弾性部材の収縮力によって前記股下域の側へ引き寄せられて
該股下域よりも前記物品の厚み方向上方に位置し、前記第２部位が、前記物品の厚み方向
へ延びる障壁と前記股下域と向かい合うポケットとのうちの少なくとも一方を形成してい
ることを特徴とする前記物品。
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【請求項２】
　前記コアをその厚み方向へ貫通する貫通孔が、前記第２部位の横方向中央部分に形成さ
れている請求項１記載の物品。
【請求項３】
　前記コアを切り欠いた横方向内方へ凹む一対のノッチが、前記第２部位の横方向両側部
分に形成されている請求項１記載の物品。
【請求項４】
　前記コアの坪量と密度と厚み寸法とが、前記股下域と前記第１および第２部位とにおい
て同一である請求項２または請求項３に記載の物品。
【請求項５】
　前記物品が、前記後胴周り域に位置して横方向へ延びる不透液性第２防漏シートを有し
、前記第２防漏シートが、前記後胴周り域の第１部位に位置して横方向へ延びる固定端部
と、前記固定端部に並行して横方向へ延びていて前記後胴周り域の第１部位から第２部位
に達する自由部と、前記物品の両側部の側に位置して縦方向内方へ倒伏した固定両側部と
から形成され、横方向へ延びる伸縮性第２弾性部材が、前記第２防漏シートの自由部に収
縮可能に取り付けられている請求項１ないし請求項４いずれかに記載の物品。
【請求項６】
　前記第２防漏シートが、第１防漏シートの間に配置され、前記第２防漏シートの自由部
の横方向両側部分が、前記第１防漏シートの自由部に固着されている請求項５記載の物品
。
【請求項７】
　前記股下域と前記第１部位とに位置する前記コアのガーレ法に準拠した横方向の曲げ剛
性値が、９．４～２８．２ｍＮの範囲、前記第２部位に位置する前記コアのガーレ法に準
拠した横方向の曲げ剛性値が、５．５～１６．５ｍＮの範囲にある請求項１ないし請求項
６いずれかに記載の物品。
【請求項８】
　前記第１弾性部材を含む前記第１防漏シートの自由部の９０％伸長時における伸長応力
が、０．０２～０．３２Ｎの範囲にある請求項１ないし請求項７いずれかに記載の物品。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、排泄物を吸収、保持する使い捨て着用物品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　横方向へ延びる前後端部と、縦方向へ延びる両側部とを有し、前後端部間に前胴周り域
および後胴周り域と、それら胴周り域の間に位置する股下域とが画成され、透液性表面シ
ートおよび不透液性裏面シートと、縦方向へ延びる伸縮性弾性部材が収縮可能に取り付け
られて表面シートの上方へ起立性向を有する一対の不透液性防漏シートと、表裏面シート
の間に介在して前胴周り域および股下域に延びる吸液性コアとから構成され、後胴周り域
が、後端部の側に位置する第１部位と、股下域の側に位置する第２部位とに区分され、第
２部位の剛性が、第１部位と股下域とのそれよりも低く、防漏シートの固定端部と弾性部
材の縦方向端部とが、後胴周り域の第１部位上に位置する使い捨て着用物品がある（特許
文献１参照）。
【０００３】
　第１部位は、表裏面シートとそれらシートの間に介在する帯状の胴周り用弾性部材とか
ら形成されている。第２部位は、表面シートと裏面シートとから形成されている。防漏シ
ートの固定端部は、第１部位に延びる表面シートの外面に固着されている。この物品は、
防漏シートに取り付けられた弾性部材の収縮力によって第１部位が股下域の側へ引き寄せ
られ、第１部位が股下域よりも物品の厚み方向上方に位置することで股下域と第１部位と
の間に段差が生じ、第２部位が股下域に向かって開口するポケットを形成している。この
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物品は、排泄物が表面シート上を拡散し、後端部に向かって流動したとしても、排泄物が
ポケットに収容されるので、後端部からの排泄物の漏れを防ぐことができる。
【特許文献１】特開２００１－６１８８８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１に開示の物品では、その着用中に後胴周り域に着用者の体圧がかかると、ポ
ケットが容易に潰れて排泄物がポケットから漏れ出し、排泄物が第１部位を乗り越えて後
端部から物品の外側へ漏れてしまう場合がある。また、この物品は、第１部位と第２部位
とにコアが存在しないので、第１部位とポケットを形成する第２部位とにおいて排泄物を
吸収することができず、排泄物がポケットに残存し、ポケットが潰れると、排泄物がポケ
ットの外側へ容易に漏れ出してしまう。
【０００５】
　本発明の目的は、後胴周り域に潰れ難いポケットを形成し、障壁やポケットにおいて排
泄物を吸収することができ、後端部からの排泄物の漏れを確実に防ぐことができる使い捨
て着用物品を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決するための本発明の前提は、横方向へ延びる前後端部と、縦方向へ延び
る両側部とを有し、前後端部間に前胴周り域および後胴周り域と、それら胴周り域の間に
位置する股下域とが画成され、透液性表面シートおよび不透液性裏面シートと、両側部に
位置して縦方向へ延びる一対の不透液性第１防漏シートと、表裏面シートの間に介在して
前後端部間に延びる吸液性コアとから構成され、第１防漏シートが、前後端部間に位置し
て縦方向へ延びる固定側部と、固定側部に並行して縦方向へ延びていて表面シートの上方
へ起立性向を有する自由部と、前後端部に位置して横方向へ倒伏した固定両端部とから形
成され、縦方向へ延びる伸縮性第１弾性部材が第１防漏シートの自由部に収縮可能に取り
付けられた使い捨て着用物品である。
【０００７】
　前記前提における本発明の特徴は、コアが延びる後胴周り域の部位が、後端部の側に位
置する第１部位と、股下域の側に位置する第２部位とに区分され、第２部位に位置するコ
アの横方向の曲げ剛性が股下域と第１部位とに位置するコアの横方向のそれよりも低く、
第１防漏シートの固定端部と弾性部材の縦方向端部とが後胴周り域の第１部位上に位置し
ていることにある。この物品では、第１防漏シートに取り付けられた第１弾性部材の収縮
力によって後胴周り域の第１部位が股下域の側へ引き寄せられ、第１部位が股下域よりも
物品の厚み方向上方に位置することで股下域と第１部位との間に段差が生じ、後胴周り域
の第２部位が物品の厚み方向へ延びる障壁と股下域と向かい合うポケットとのうちの少な
くとも一方を形成する。
【０００８】
　本発明は、以下の実施態様を有する。
（１）本発明の実施態様の一例は、コアをその厚み方向へ貫通する貫通孔が第２部位の横
方向中央部分に形成されている。この態様の物品は、第２部位の横方向中央部分にコアを
貫通する貫通孔が形成され、横方向中央部分にコアが存在しないので、第２部位に位置す
るコアの横方向の曲げ剛性が股下域と第１部位とに位置するコアの横方向のそれよりも低
くなる。
（２）本発明の実施態様の他の一例は、コアを切り欠いた横方向内方へ凹む一対のノッチ
が第２部位の横方向両側部分に形成されている。この態様の物品は、第２部位の横方向両
側部分にコアを切り欠いたノッチが形成され、横方向両側部分にコアが存在しないので、
第２部位におけるコアの横方向の曲げ剛性が股下域と第１部位とに位置するコアの横方向
のそれよりも低くなる。
（３）本発明の実施態様の他の一例は、コアの坪量と密度と厚み寸法とが股下域と第１お
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よび第２部位とにおいて同一である。
（４）本発明の実施態様の他の一例は、物品が前記後胴周り域に位置して横方向へ延びる
不透液性第２防漏シートを有し、第２防漏シートが、後胴周り域の第１部位に位置して横
方向へ延びる固定端部と、固定端部に並行して横方向へ延びていて後胴周り域の第１部位
から第２部位に達する自由部と、物品の両側部の側に位置して縦方向内方へ倒伏した固定
両側部とから形成され、横方向へ延びる伸縮性第２弾性部材が第２防漏シートの自由部に
収縮可能に取り付けられている。
（５）本発明の実施態様の他の一例は、第２防漏シートが第１防漏シートの間に配置され
、第２防漏シートの自由部の横方向両側部分が第１防漏シートの自由部に固着されている
。
（６）本発明の実施態様の他の一例は、股下域と第１部位とに位置するコアのガーレ法に
準拠した横方向の曲げ剛性値が９．４～２８．２ｍＮの範囲にあり、第２部位に位置する
コアのガーレ法に準拠した横方向の曲げ剛性値が５．５～１６．５ｍＮの範囲にある。
（７）本発明の実施態様の他の一例は、第１弾性部材を含む第１防漏シートの自由部の９
０％伸長時における伸長応力が０．０２～０．３２Ｎの範囲にある。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明に係る使い捨て着用物品によれば、第１防漏シートに取り付けられた第１弾性部
材の収縮力によって後胴周り域の第２部位が部分的に折れ曲がり、後胴周り域の第１部位
が股下域の側へ引き寄せられ、第１部位が股下域よりも物品の厚み方向上方に位置するこ
とで股下域と第１部位との間に段差が生じ、第２部位が物品の厚み方向へ延びる障壁と股
下域と向かい合うポケットとのうちの少なくとも一方を形成する。この物品は、第２部位
が障壁を形成すると、物品の着用中に排泄された排泄物が表面シート上を拡散して後端部
に向かって流動したとしても、排泄物の流動が第２部位によって阻止されるので、排泄物
が第１部位を乗り越えることはなく、後端部からの排泄物の漏れを防ぐことができる。こ
の物品は、第２部位がポケットを形成すると、物品の着用中に排泄された排泄物が表面シ
ート上を拡散して後端部に向かって流動したとしても、排泄物がポケットに収容されるの
で、排泄物が第１部位を乗り越えることはなく、後端部からの排泄物の漏れを防ぐことが
できる。この物品は、第１および第２部位に位置するコアが排泄物を吸収し、障壁やポケ
ットに排泄物が残存することはなく、排泄物がポケットから漏れ出すことがない。
【００１０】
　コアをその厚み方向へ貫通する貫通孔が第２部位の横方向中央部分に形成された物品で
は、第２部位の横方向両側部分と横方向中央部分とにコアの厚み寸法に比例する段差が形
成され、物品の着用中に後胴周り域に着用者の体圧がかかり、第２部位が物品の厚み方向
へ圧縮されたとしても、第２部位の横方向中央部分が重なり合う以前にコアが存在する第
２部位の横方向両側部分が重なり合い、横方向両側部分に位置するコアの厚みによって横
方向中央部分の重なりが防止される。この物品は、第２部位の横方向両側部分においてポ
ケットが潰れたとしても、第２部位の横方向中央部分においてポケットが潰れることはな
く、横方向中央部分におけるポケットの開口状態が維持される。この物品は、後胴周り域
に着用者の体圧がかかったとしても、ポケット全体が潰れることはなく、排泄物がポケッ
トから漏れ出すことがないので、排泄物が後端部から物品の外側へ漏れてしまうことはな
い。この物品は、第１部位と第２部位の横方向両側部分とに位置するコアが排泄物を吸収
するので、障壁やポケットに排泄物が残存することはない。
【００１１】
　コアを切り欠いた横方向内方へ凹むノッチが第２部位の横方向両側部分に形成された物
品では、第２部位の横方向両側部分と横方向中央部分とにコアの厚み寸法に比例する段差
が形成され、物品の着用中に後胴周り域に着用者の体圧がかかり、第２部位が物品の厚み
方向へ圧縮されたとしても、第２部位の横方向両側部分が重なり合う以前にコアが存在す
る第２部位の横方向中央部分が重なり合い、横方向中央部分に位置するコアの厚みによっ
て横方向両側部分の重なりが防止される。この物品は、第２部位の横方向中央部分におい
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てポケットが潰れたとしても、第２部位の横方向両側部分においてポケットが潰れること
はなく、横方向両側部分におけるポケットの開口状態が維持される。この物品は、後胴周
り域に着用者の体圧がかかったとしても、ポケット全体が潰れることはなく、排泄物がポ
ケットから漏れ出すことがないので、排泄物が後端部から物品の外側へ漏れてしまうこと
はない。この物品は、第１部位と第２部位の横方向中央部分とに位置するコアが排泄物を
吸収するので、障壁やポケットに排泄物が残存することはない。
【００１２】
　コアの坪量と密度と厚み寸法とが第１および第２部位と股下域とにおいて同一であって
コアに貫通孔やノッチが形成された物品では、第１防漏シートに取り付けられた第１弾性
部材が収縮したとしても、第１部位と股下域とに位置するコアが不規則に折れ曲がること
はなく、第２部位においてコアを確実に折り曲げることができ、第１部位を股下域の側へ
確実に引き寄せることができる。また、この物品は、コアが局所的に嵩張ることはなく、
コアの剛性が局所的に増加することによる物品の着用感の低下を防ぐことができる。
【００１３】
　後胴周り域に位置して横方向へ延びる不透液性第２防漏シートを有する物品は、第２防
漏シートの自由部が排泄物に対する障壁を形成するので、物品の着用中に排泄された排泄
物が第２部位から形成された障壁を乗り越えて第１部位に達したとしても、排泄物の流動
が第２防漏シートの自由部によって阻止され、後端部からの排泄物の漏れを確実に防ぐこ
とができる。
【００１４】
　第２防漏シートが第１防漏シートの間に配置され、第２防漏シートの自由部の横方向両
側部分が第１防漏シートの自由部に固着された物品は、第１防漏シートの自由部の起立に
ともなって第２防漏シートの自由部が表面シートの上方へ浮き上がるので、第２防漏シー
トの自由部が障壁として十分に機能し、後端部からの排泄物の漏れを確実に防ぐことがで
きる。
【００１５】
　股下域と第１部位とに位置するコアのガーレ法に準拠した横方向の曲げ剛性値が９．４
～２８．２ｍＮの範囲にあり、第２部位に位置するコアのガーレ法に準拠した横方向の曲
げ剛性値が５．５～１６．５ｍＮの範囲にある物品は、第１弾性部材の収縮力によってコ
アが第２部位のみで折れ曲がり、コアが第１部位と股下域とにおいて不規則に折れ曲がる
ことはなく、第１部位を股下域の側へ確実に引き寄せることができ、第２部位によって障
壁やポケットを確実に形成することができる。
【００１６】
　第１弾性部材を含む第１防漏シートの自由部の９０％伸長時における伸長応力が０．０
２～０．３２Ｎの範囲にある物品は、第１弾性部材の収縮力が第１部位に十分に作用し、
弾性部材の収縮力によって第１部位を股下域の側へ確実に引き寄せることができ、第２部
位によって障壁やポケットを確実に形成することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　添付の図面を参照し、本発明に係る使い捨て着用物品の詳細を説明すると、以下のとお
りである。
【００１８】
　図１，２は、一例として示す使い捨て着用物品１０Ａの部分破断斜視図と、表面シート
１７の側から示す図１の物品１０Ａの平面図とである。図１では、横方向を矢印Ｌ、縦方
向を矢印Ｍで示し、厚み方向を矢印Ｎで示す。図２は、物品１０Ａを弾性部材３６，４０
，４３の収縮力に抗して縦横方向へ展開させた状態で示している。図３，４は、図１の３
－３線矢視断面図と、図１の４－４線矢視断面図とであり、図５は、図１の５－５線端面
図である。なお、表裏面シート１７，１８や防漏シート１９の内面とは、コア２０に対向
する面をいい、それらシート１７，１８，１９の外面とは、コア２０に非対向の面をいう
。
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【００１９】
　物品１０Ａは、互いに並行して横方向へ延びる前後端部１１，１２と、縦方向へ延びる
両側部１３とを有する。前後端部１１，１２間には、縦方向へ並ぶ前胴周り域１４および
後胴周り域１６と、それら胴周り域１４，１６の間に位置する股下域１５とが画成されて
いる。物品１０Ａは、肌当接側に位置する透液性表面シート１７と、肌非当接側に位置す
る不透液性裏面シート１８と、両側部１３に位置して縦方向へ延びる一対の不透液性第１
防漏シート１９と、表裏面シート１７，１８の間に介在してそれらシート１７，１８の内
面に接合された吸液性コア２０とから構成されている。コア２０は、前後胴周り域１４，
１６と股下域１５とに延びている。股下域１５の両側部１３は、物品１０Ａの横方向内方
へ向かって弧を画いている。物品１０Ａは、その平面形状が砂時計型を呈する。
【００２０】
　コア２０が延びる後胴周り域１６の部位２１は、後端部１２の側に位置する第１部位２
２と、股下域１５の側に位置する第２部位２３とに区分されている。第２部位２３の横方
向中央部２４には、コア２０をその厚み方向へ貫通する貫通孔２５が形成されている。貫
通孔２５では、表面シート１７と裏面シート１８とが互いに重なり合った状態でそれらシ
ート１７，１８の内面どうしが固着されている。
【００２１】
　表面シート１７は、親水性繊維不織布２６から形成されている。裏面シート１８は、疎
水性繊維不織布２７と通気不透液性プラスチックフィルム２８とをラミネートした複合シ
ートから形成されている。防漏シート１９は、撥水処理が施された疎水性繊維不織布２９
から形成されている。
【００２２】
　コア２０は、横方向へ延びる両端縁３０と、縦方向へ延びる両側縁３１とを有する。コ
ア２０は、粒子状または繊維状の高吸収性ポリマーとフラッフパルプとの混合物、または
、粒子状または繊維状の高吸収性ポリマーとフラッフパルプと熱可塑性合成樹脂繊維との
混合物であり、所定の厚み寸法に圧縮されている。ゆえに、コア２０は、その剛性が表裏
面シート１７，１８や防漏シート１９の剛性よりも高い。コア２０は、それの型崩れを防
止するため、全体がティッシュペーパーや親水性繊維不織布等の透液性シート（図示せず
）に包被されていることが好ましい。
【００２３】
　股下域１５と第１および第２部位２２，２３とに位置するコア２０は、その坪量と密度
と厚み寸法とが同一である。第２部位２３に位置するコア２０の横方向の長さ寸法（貫通
孔２５を含む）は、股下域１５と第１部位２２とに位置するコア２０の横方向のそれと同
一である。コア２０の厚み寸法は、１～１０ｍｍの範囲にあることが好ましい。コア２０
は、股下域１５や第１および第２部位２２，２３における坪量と密度と厚み寸法とが同一
であるにもかかわらず、第２部位２３の横方向中央部分２４にコア２０を貫通する貫通孔
２５が形成され、横方向中央部分２４にコア２０が存在しないので、第２部位２３に位置
するコア２０の横方向の曲げ剛性が股下域１５と第１部位２２とに位置するコア２０の横
方向の曲げ剛性よりも低い。
【００２４】
　防漏シート１９は、肌当接側であって表面シート１７の外面の側に配置されている。防
漏シート１９は、両側部１３に位置して縦方向へ延びる固定側部３２と、固定側部３２に
並行して縦方向へ延びていて表面シート１７の上方へ起立性向を有する自由部３３と、前
後端部１１，１２に位置して物品１０Ａの横方向内方へ倒伏した固定両端部３４とから形
成されている。固定側部３２と自由部３３とは、物品１０Ａの前後端部１１，１２間に延
びている。後胴周り域１６の側に位置する固定端部３４は、後端部１２のみならず、第１
部位２２の横方向両側部分３５上に位置している。
【００２５】
　自由部３３の上方には、縦方向へ延びる伸縮性第１弾性部材３６が収縮可能に取り付け
られている。弾性部材３６は、縦方向へ所定の倍率に伸長された状態で自由部３３に固着
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されている。後胴周り域１６の側に延びる弾性部材３６の縦方向端部３７は、第２部位２
３を越えて第１部位２２の横方向両側部分３５上に達している。物品１０Ａが表面シート
１７を内側にして縦方向へ湾曲すると、弾性部材３６が収縮して自由部３３が縦方向へ縮
み、自由部３３が表面シート１７の上方へ起立する。図１では、防漏シート１９の自由部
３３が表面シート１７の上方へ起立して排泄物に対する障壁を形成している。
【００２６】
　前後端部１１，１２は、コア２０の端縁３０から縦方向外方へ延びる表裏面シート１７
，１８の端部３８，３９と防漏シート１９の固定両端部３４とから形成されている。前後
端部１１，１２では、表裏面シート１７，１８の端部３８，３９と防漏シート１９の端部
３４とが重なり合い、表裏面シート１７，１８の内面どうしが固着され、表面シート１７
の外面と防漏シート１９の内面とが固着されている。後胴周り域１６の側に位置する防漏
シート１９の固定端部３４は、第１部位２２の横方向両側部分３５においてその内面が表
面シート１７の外面に固着されている。前後端部１１，１２には、コア１０の端縁３０の
縦方向外方に位置して横方向へ延びる帯状の胴周り用弾性部材４０が収縮可能に取り付け
られている。胴周り用弾性部材４０は、表面シート１７の端部３８と裏面シート１８の端
部３９と間に介在し、横方向へ所定の倍率に伸長させた状態でそれらシート１７，１８の
内面に固着されている。
【００２７】
　両側部１３は、コア２０の側縁３１から横方向外方へ延びる表裏面シート１７，１８の
側部４１，４２と防漏シート１９の固定側部３２とから形成されている。両側部１３では
、表面シート１７の側部４１がコア２０の側縁３１から横方向外方へわずかに延び、側部
４１からさらに横方向外方へ裏面シート１８の側部４２と防漏シート１９の側部３２とが
延びている。両側部１３では、表裏面シート１７，１８の側部４１，４２と防漏シート１
９の側部３２とが重なり合い、表裏面シート１７，１８の内面どうしが固着され、表裏面
シート１７，１８の内外面と防漏シート１９の内面とが固着されている。両側部１３には
、コア２０の側縁３１の横方向外方に位置して縦方向へ延びる複数条の脚周り用弾性部材
４３が収縮可能に取り付けられている。脚周り用弾性部材４３は、表面シート１７の側部
４１と裏面シート１８の側部４２との間に介在し、横方向へ所定の倍率に伸長させた状態
でそれらシート１７，１８の内面に固着されている。
【００２８】
　後胴周り域１６の両側部１３には、繊維不織布から形成された可撓性のテープファスナ
４４が取り付けられている。テープファスナ４４は、横方向へ延びる固定端部４５と自由
端部４６とを有する。固定端部４５は、裏面シート１８の側部４２と防漏シート１９の固
定側部３２との間に介在し、それらシート１８，１０の内面に固着されている。自由端部
４６の内面には、フック部材（図示せず）が取り付けられている。自由端部４６は、物品
１０Ａの横方向内方へ向かって折曲され、フック部材を介して防漏シート１９の側部３２
外面に着脱可能に仮止めされている。なお、自由端部４６には、フック部材ではなく、粘
着剤が塗布されていてもよい。
【００２９】
　前胴周り域１４には、テープファスナ４４の自由端部４６を着脱可能に止着する可撓性
のターゲットテープ４７が取り付けられている。ターゲットテープ４７は、横長矩形を呈
し、プラスチックフィルムと、フィルムに取り付けられたループ部材（図示せず）とから
形成されている。ターゲットテープ４７は、それを形成するフィルムが裏面シート１８の
外面に固着されている。テープファスナ４４の自由端部４６に粘着剤を塗布する場合は、
ターゲットテープ４７にプラスチックフィルムが使用される。
【００３０】
　物品１０Ａを着用するには、後胴周り域１６の両側部１３を前胴周り域１４の両側部１
３の外側に重ね合わせ、フック部材を介してテープファスナ４４の自由端部４６をターゲ
ットテープ４７に止着して前胴周り域１４と後胴周り域１６とを連結する。前後胴周り域
１４，１６が連結された物品１０Ａには、胴周り開口とその下方に一対の脚周り開口とが
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形成される（図示せず）。
【００３１】
　物品１０Ａは、防漏シート１９に取り付けられた弾性部材３６の収縮力によって後胴周
り域１６の第２部位２３が部分的に折れ曲がり、第１部位２２が股下域１５の側へ引き寄
せられ、第１部位２２が股下域１５よりも物品１０Ａの厚み方向上方に位置している。物
品１０Ａでは、股下域１５と第１部位２２との間に第２部位２３を挟んで厚み方向へ段差
が生じ、第２部位２３が物品１０Ａの厚み方向へ延びる障壁４８と股下域１５と向かい合
うポケット４９とを形成している。
【００３２】
　物品１０Ａは、その着用中に排泄された排泄物が表面シート１７上を拡散して後端部１
２に向かって流動したとしても、排泄物の流動が障壁４８によって阻止されるので、排泄
物が後端部１２から物品１０Ａの外側へ漏れてしまうことがない。物品１０Ａは、第２部
位２３が障壁４８のみならずポケット４９を形成し、後端部１２に向かって流動する排泄
物がポケット４９に収容されるので、後端部１２からの排泄物の漏れを確実に防ぐことが
できる。
【００３３】
　物品１０Ａでは、第２部位２３の横方向中央部分２４にコア２０を貫通する貫通孔２５
が形成されているので、横方向中央部分２４と横方向両側部分５０とにコア２０の厚み寸
法に比例する段差が形成され、物品１０Ａの着用中に後胴周り域１６に着用者の体圧がか
かり、第２部位２３が物品１０Ａの厚み方向へ圧縮されたとしても、第２部位２３の横方
向中央部分２４が重なり合う以前にコア２０が存在する横方向両側部分５０が重なり合い
、横方向両側部分５０に位置するコア２０の厚みによって横方向中央部分２４の重なりが
防止される。物品１０Ａは、第２部位２３の横方向両側部分５０においてポケット４９が
潰れたとしても、横方向中央部分２４においてポケット４９が潰れることはなく、横方向
中央部分２４におけるポケット４９の開口状態が維持されるので、後胴周り域１６に着用
者の体圧がかかったとしても、排泄物がポケット４９から漏れ出すことはなく、排泄物が
後端部１２から物品１０Ａの外側へ漏れてしまうことはない。物品１０Ａは、第１部位２
２と第２部位２３の横方向両側部分５０とに位置するコア２０が排泄物を吸収するので、
障壁４８やポケット４９に排泄物が残存することはない。なお、股下域１５と前胴周り域
１４とに排泄された排泄物は、表面シート１７を透過してそれら域１４，１５に位置する
コア２０に吸収される。
【００３４】
　物品１０Ａでは、股下域１５と第１部位２２とに位置するコア２０の横方向の曲げ剛性
値が９．４～２８．２ｍＮの範囲にあり、第２部位２３に位置するコア２０の横方向の曲
げ剛性値が５．５～１６．５ｍＮの範囲にある。股下域１５と第１部位２２とにおけるコ
ア２０の曲げ剛性値が９．４ｍＮ未満では、弾性部材３６の収縮力によって股下域１５と
第１部位２２とが不規則に折れ曲がる場合があり、股下域１５や第１部位２２と着用者の
肌との間に隙間が生じ、股下域１５や第１部位２２に位置するコア２０に排泄物を効率よ
く吸収させることができない。股下域１５と第１部位２２とにおけるコア２０の曲げ剛性
値が２８．２ｍＮを超過すると、股下域１５や第１部位２２の剛性が必要以上に増加し、
物品１０Ａの着用感が低下する。第２部位２３に位置するコア２０の曲げ剛性値が５．５
ｍＮ未満では、弾性部材３６の収縮力によって第２部位２３が不規則に折れ曲がり、第２
部位２３によって障壁４８やポケット４９を形成することができない場合がある。第２部
位２３に位置するコア２０の曲げ剛性値が１６．５ｍＮを超過すると、第２部位２３にお
いてコア２０が折れ曲がり難くなり、弾性部材３６の収縮力によって第１部位２２を股下
域１５の側へ引き寄せることができず、第２部位２３によって障壁４８やポケット４９を
形成することができない場合がある。なお、股下域１５や第１および第２部位２２，２３
に位置するコア２０の曲げ剛性値は、ガーレ法（ＪＩＳ Ｌ １０９６－０１－８.２０.１
）に準拠して測定した。その測定方法は、以下のとおりである。
（１）物品１０Ａからコア２０を取り出し、第１部位２２に位置したコア２０を裁断して
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第１サンプルを作成し、第２部位２３に位置したコア２０を裁断して第２サンプルを作成
するとともに、股下域１５に位置したコア２０を裁断して第３サンプルを作成した。それ
らサンプルは、縦方向の寸法と横方向の寸法とが同一である。曲げ剛性の測定には、ガー
レ柔軟度試験機を使用した。
（２）第１サンプルの縦方向一端部を試験機のチャックに挟み、第１サンプルの縦方向他
端部を試験機の振り子にかけ、試験機の目盛りが３～６の間になるように補助重りを取り
付けた。試験機のスイッチを入れ、第１サンプルから振り子の回転ロッドが離れる瞬間の
目盛りを読み、第１剛性値を測定した。次に、第１サンプルの縦方向他端部を試験機のチ
ャックに挟み、第１サンプルの縦方向一端部を試験機の振り子にかけ、試験機の目盛りが
３～６の間になるように補助重りを取り付けた。次に、試験機のスイッチを入れ、第１サ
ンプルから振り子の回転ロッドが離れる瞬間の目盛りを読み、第２剛性値を測定した。測
定した第１および第２剛性値の平均を第１部位２２に位置するコア２０の横方向の曲げ剛
性値とした。
（３）第２サンプルの縦方向一端部を試験機のチャックに挟み、第２サンプルの縦方向他
端部を試験機の振り子にかけ、試験機の目盛りが３～６の間になるように補助重りを取り
付けた。試験機のスイッチを入れ、第２サンプルから振り子の回転ロッドが離れる瞬間の
目盛りを読み、第３剛性値を測定した。次に、第２サンプルの縦方向他端部を試験機のチ
ャックに挟み、第２サンプルの縦方向一端部を試験機の振り子にかけ、試験機の目盛りが
３～６の間になるように補助重りを取り付けた。次に、試験機のスイッチを入れ、第２サ
ンプルから振り子の回転ロッドが離れる瞬間の目盛りを読み、第４剛性値を測定する。測
定した第３および第４剛性値の平均を第２部位２３に位置するコア２０の横方向の曲げ剛
性値とした。
（４）第３サンプルの縦方向一端部を試験機のチャックに挟み、第３サンプルの縦方向他
端部を試験機の振り子にかけ、試験機の目盛りが３～６の間になるように補助重りを取り
付けた。試験機のスイッチを入れ、第２サンプルから振り子の回転ロッドが離れる瞬間の
目盛りを読み、第５剛性値を測定した。次に、第３サンプルの縦方向他端部を試験機のチ
ャックに挟み、第３サンプルの縦方向一端部を試験機の振り子にかけ、試験機の目盛りが
３～６の間になるように補助重りを取り付けた。次に、試験機のスイッチを入れ、第２サ
ンプルから振り子の回転ロッドが離れる瞬間の目盛りを読み、第５剛性値を測定した。測
定した第４および第４剛性値の平均を股下域１５に位置するコア２０の横方向の曲げ剛性
値とした。
【００３５】
　測定した第１および第３サンプルの曲げ剛性値は９．４～２８．２ｍＮ、測定した第２
サンプルの曲げ剛性値は５．５～１６．５ｍＮであった。第２サンプルは、その横方向中
央部分にコア２０を貫通する貫通孔２５が形成されたものであり、貫通孔２５にコア２０
が存在しないので、その曲げ剛性値が第１および第３サンプルの曲げ剛性値よりも低くな
る。
【００３６】
　物品１０Ａでは、弾性部材３６を含む防漏シート１９の自由部３３の９０％伸長時にお
ける伸長応力が０．０２～０．３２Ｎの範囲にある。弾性部材３６は、防漏シート１９の
自由部３３に固着されているので、その収縮力が自由部３３の剛性によって抑制される。
しかし、自由部３３の伸長応力が前記範囲にあるから、弾性部材３６の収縮力が十分に作
用し、弾性部材３６の収縮力によって後胴周り域１６の第１部位２２を股下域１５の側へ
確実に引き寄せることができる。自由部３３の伸長応力が０．０２Ｎ未満では、弾性部材
３６の収縮力が弱く、第１部位２２を股下域１５の側へ引き寄せることができず、第２部
位２３によって障壁４８やポケット４９を形成することができない。自由部３３の伸長応
力が０．３２Ｎを超過すると、第１部位２３が股下域１５の側に倒伏する場合があり、第
２部位２３が形成するポケット４９がその口を閉じてしまう場合がある。なお、防漏シー
ト１９の自由部３３の前記伸長応力は、以下の方法で測定した。
（１）防漏シート１９の自由部３３（弾性部材３６を含む）を物品１０Ａから切り取り、
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縦寸法２００～２９０ｍｍ、横寸法１０～２５ｍｍの伸長応力測定用サンプルを作成した
。自由部の伸長応力測定には、島津製作所社製の引張り試験機を使用した。
（２）弾性部材３７の収縮によって縮んだ状態のサンプルの縦方向両端部を引張り試験機
のチャックで挟み（チャックによるサンプルの挟み寸法：約１０ｍｍ、チャック間寸法：
約１００ｍｍ）、１００ｍｍ／ｍｉｎの速度でサンプルを縦方向へ引っ張り、サンプルを
９０％まで伸長させた後、伸長状態を解除した。再度、試験機を介して１００ｍｍ／ｍｉ
ｎの速度でサンプルを縦方向へ引っ張り、サンプルを９０％まで伸長させ、そのときの試
験機にかかる力を測定し、その測定値を防漏シート１９の自由部３３の伸長応力とした。
測定したサンプルの伸長応力は、０．０２～０．３２Ｎである。ここで、サンプルを９０
％まで伸長させるとは、たとえば、サンプルの縦方向の長さが２５０ｍｍの場合、２５０
ｍｍに０．９を乗じた値である２２５ｍｍまで伸ばすことである。
【００３７】
　図６，７は、他の一例として示す使い捨て着用物品１０Ｂの部分破断斜視図と、表面シ
ート１７の側から示す図６の物品１０Ｂの平面図とであり、図８，９は、図６の８－８線
矢視断面図と、図６の９－９線矢視断面図とである。図６では、横方向を矢印Ｌ、縦方向
を矢印Ｍで示し、厚み方向を矢印Ｎで示す。図７は、物品１０Ｂを弾性部材３６，４０，
４３の収縮力に抗して縦横方向へ展開させた状態で示している。
【００３８】
　物品１０Ｂは、横方向へ延びる前後端部１１，１２と、縦方向へ延びる両側部１３とを
有する。前後端部１１，１２間には、前胴周り域１４および後胴周り域１６と、前後胴周
り域１４，１６の間に位置する股下域１５とが画成されている。物品１０Ｂは、透液性表
面シート１７および不透液性裏面シート１８と、両側部１３に位置して縦方向へ延びる一
対の不透液性第１防漏シート１９と、表裏面シート１７，１８の間に介在してそれらシー
ト１７，１８の内面に接合された吸液性コア２０とから構成されている。
【００３９】
　コア２０が延びる後胴周り域１６の部位２１は、後端部１２の側に位置する第１部位２
２と、股下域１５の側に位置する第２部位２３とに区分されている。第２部位２３の横方
向両側部５０には、コア２０を切り欠いた横方向内方へ凹む一対のノッチ５１が形成され
ている。ノッチ５１では、表面シート１７と裏面シート１８とが互いに重なり合った状態
でそれらシート１７，１８の内面どうしが固着されている。
【００４０】
　表面シート１７は図１のそれと同一の親水性繊維不織布２６から形成され、裏面シート
１８は図１のそれと同一の複合シートから形成されている。防漏シート１９は、図１のそ
れと同一の疎水性繊維不織布２９から形成されている。コア２０は、図１のそれと同一の
混合物であり、前後胴周り域１４，１６と股下域１５とに延びている。コア２０は、横方
向へ延びる両端縁３０と、縦方向へ延びる両側縁３１とを有する。
【００４１】
　股下域１５と第１および第２部位２２，２３とに位置するコア２０は、その坪量と密度
と厚み寸法とが同一である。第２部位２３に位置するコア２０の横方向の長さ寸法（ノッ
チ５１を含む）は、股下域１５と第１部位２２とに位置するコア２０の横方向のそれと同
一である。コア２０は、股下域１５や第１および第２部位２２，２３における坪量と密度
と厚み寸法とが同一であるにもかかわらず、第２部位２３の横方向両側部分５０にコア２
０を切り欠いたノッチ５１が形成され、横方向両側部分５０にコア２０が存在しないので
、第２部位２３に位置するコア２０の横方向の曲げ剛性が股下域１５と第１部位２２とに
位置するコア２０の横方向の曲げ剛性よりも低い。
【００４２】
　防漏シート１９は、縦方向へ延びる固定側部３２と、表面シート１７の上方へ起立性向
を有して縦方向へ延びる自由部３３と、前後端部１１，１２に位置して物品１０Ｂの横方
向内方へ倒伏した固定両端部３４とから形成されている。後胴周り域１６の側に位置する
固定端部３４は、後端部１２のみならず、第１部位２２の横方向両側部分３５上に位置し
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ている。自由部３３の上方には、縦方向へ延びる伸縮性第１弾性部材３６が収縮可能に取
り付けられている。弾性部材３６の縦方向端部３７は、第２部位２３を越えて第１部位２
２の横方向両側部分３５上に達している。防漏シート１９では、弾性部材３６の収縮力に
よって自由部３３が縦方向へ収縮し、自由部３３が表面シート１７の上方へ起立して排泄
物に対する障壁を形成している。
【００４３】
　前後端部１１，１２は、コア２０の端縁３０から縦方向外方へ延びる表裏面シート１７
，１８の端部３８，３９と防漏シート１９の固定両端部３４とから形成されている。前後
端部１１，１２では、シート１７，１８，１９の端部３４，３８，３９が重なり合い、表
裏面シート１７，１８の内面どうしが固着され、表面シート１７の外面と防漏シート１９
の内面とが固着されている。後胴周り域１６の側に位置する防漏シート１９の固定端部３
４は、第１部位２２の横方向両側部分３５においてその内面が表面シート１７の外面に固
着されている。前後端部１１，１２には、横方向へ延びる帯状の胴周り用弾性部材４０が
収縮可能に取り付けられている。
【００４４】
　両側部１３は、コア２０の側縁３１から横方向外方へ延びる表裏面シート１７，１８の
側部４１，４２と防漏シート１９の固定側部３２とから形成されている。両側部１３では
、側部４１がコア２０の側縁３１から横方向外方へわずかに延び、側部４１からさらに横
方向外方へ側部４２と側部３１とが延びている。両側部１３では、シート１７，１８，１
９の側部３２，４１，４２が重なり合い、表裏面シート１７，１８の内面どうしが固着さ
れ、表裏面シート１７，１８の内外面と防漏シート１９の内面とが固着されている。両側
部１３には、縦方向へ延びる複数条の脚周り用弾性部材４３が収縮可能に取り付けられて
いる。
【００４５】
　後胴周り域１６の両側部１３には、繊維不織布から形成された可撓性のテープファスナ
４４が取り付けられている。テープファスナ４４の固定端部４５は、裏面シート１６の側
部４２と防漏シート１９の固定側部３２との間に介在し、それらシート１８，１９の内面
に固着されている。テープファスナ４４の自由端部４６の内面には、フック部材（図示せ
ず）が取り付けられている。前胴周り域１４には、テープファスナ４４の自由端部４６を
着脱可能に止着する可撓性のターゲットテープ４７が取り付けられている。ターゲットテ
ープ４７は、プラスチックフィルムと、フィルムに取り付けられたループ部材（図示せず
）とから形成されている。この物品１０Ｂを着用する手順は、図１の物品１０Ａと同一で
あり、その説明は省略する。
【００４６】
　物品１０Ｂは、防漏シート１９に取り付けられた弾性部材３５の収縮力によって第２部
位２３が部分的に折れ曲がり、第１部位２２が股下域１５の側へ引き寄せられ、第１部位
２２が股下域１５よりも物品１０Ｂの厚み方向上方に位置している。物品１０Ｂでは、股
下域１５と第１部位２２との間に厚み方向へ段差が生じ、第２部位２３が物品１０Ｂの厚
み方向へ延びる障壁４８と股下域１５と向かい合うポケット４９とを形成している。物品
１０Ｂは、その着用中に排泄された排泄物が後端部１２に向かって流動したとしても、排
泄物の流動が障壁４８によって阻止されるので、排泄物が後端部１２から物品１０Ｂの外
側へ漏れてしまうことがない。物品１０Ｂは、第２部位２３がポケット４９を形成し、後
端部１２に向かって流動する排泄物がポケット４９に収容されるので、後端部１２からの
排泄物の漏れを確実に防ぐことができる。
【００４７】
　物品１０Ｂでは、第２部位２３の横方向両側部分５０にコア２０を切り欠いたノッチ５
１が形成されているので、横方向中央部分２４と横方向両側部分５０とにコア２０の厚み
寸法に比例する段差が形成され、物品１０Ｂの着用中に後胴周り域１６に着用者の体圧が
かかり、第２部位２３が物品１０Ｂの厚み方向へ圧縮されたとしても、第２部位２３の横
方向両側部分５０が重なり合う以前にコア２０が存在する横方向中央部分２４が重なり合
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い、横方向中央部分２４に位置するコア２０の厚みによって横方向両側部分５０の重なり
が防止される。物品１０Ｂは、第２部位２３の横方向中央部分２４においてポケット４９
が潰れたとしても、横方向両側部分５０においてポケット４９が潰れることはなく、横方
向両側部分５０におけるポケット４９の開口状態が維持されるので、後胴周り域１６に着
用者の体圧がかかったとしても、排泄物がポケット４９から漏れ出すことはなく、排泄物
が後端部１２から物品１０Ｂの外側へ漏れてしまうことはない。物品１０Ｂは、第１部位
２２と第２部位２２の横方向中央部分２４とに位置するコア２０が排泄物を吸収するので
、障壁４８やポケット４９に排泄物が残存することはない。
【００４８】
　物品１０Ｂでは、股下域１５と第１部位２２とに位置するコア２０の横方向の曲げ剛性
値が９．４～２８．２ｍＮの範囲にあり、第２部位２３に位置するコア２０の横方向の曲
げ剛性値が５．５～１６．５ｍＮの範囲にある。股下域１５と第１部位２２とに位置する
コア２０の曲げ剛性値が９．４ｍＮ未満では、弾性部材３６の収縮力によって股下域１５
と第１部位２２とが不規則に折れ曲がる場合があり、股下域１５や第１部位２２に位置す
るコア２０に排泄物を効率よく吸収させることができない。股下域１５と第１部位２２と
に位置するコア２０の曲げ剛性値が２８．２ｍＮを超過すると、股下域１５や第１部位２
２の剛性が必要以上に増加し、物品１０Ｂの着用感が低下する。第２部位２３に位置する
コア２０の曲げ剛性値が５．５ｍＮ未満では、弾性部材３６の収縮力によって第２部位２
３が不規則に折れ曲がり、第２部位２３によって障壁４８やポケット４９を形成すること
ができない場合がある。第２部位２３に位置するコア２０の曲げ剛性値が１６．５ｍＮを
超過すると、第２部位２３においてコア２０が折れ曲がり難くなり、弾性部材３６の収縮
力によって第１部位２２を股下域１５の側に引き寄せることができず、第２部位２３によ
って障壁４８やポケット４９を形成することができない場合がある。
【００４９】
　股下域１５や第１および第２部位２２，２３に位置するコア２０の曲げ剛性値は、ガー
レ法（ＪＩＳ Ｌ １０９６－０１－８.２０.１）に準拠して測定した。曲げ剛性値の測定
方法は、図１の物品１０Ａのそれと同一である。なお、第２部位２３に位置するコア２０
から作成した第２サンプルは、コア２０を切り欠いた一対のノッチ５１が形成されたもの
であり、ノッチ５１にコア２０が存在しないので、その曲げ剛性値が第１および第３サン
プルの曲げ剛性値よりも低くなる。
【００５０】
　物品１０Ｂでは、弾性部材３６を含む防漏シート１９の自由部３３の９０％伸長時にお
ける伸長応力が０．０２～０．３２Ｎの範囲にある。自由部３３の伸長応力が０．０２Ｎ
未満では、弾性部材３６の収縮力が弱く、第１部位２３を股下域１５の側へ引き寄せるこ
とができず、後胴周り域１６の第２部位２３によって障壁４８やポケット４９を形成する
ことができない。自由部３３の伸長応力が０．３２Ｎを超過すると、第１部位２２が股下
域１５の側に倒伏する場合があり、第２部位２３が形成するポケット４９がその口を閉じ
てしまう場合がある。なお、自由部３３の伸長応力の測定方法は、図１の物品１０Ａのそ
れと同一である。
【００５１】
　図１０，１１は、他の一例として示す使い捨て着用物品１０Ｃの部分破断斜視図と、表
面シート１７の側から示す図１０の物品１０Ｃの平面図とであり、図１２，１３は、図１
０の１２－１２線矢視断面図と、図１０の１３－１３線矢視断面図とである。図１０では
、横方向を矢印Ｌ、縦方向を矢印Ｍで示し、厚み方向を矢印Ｎで示す。図１１は、物品１
０Ｃを弾性部材３６，４０，４３，５６の収縮力に抗して縦横方向へ展開させた状態で示
している。
【００５２】
　物品１０Ｃは、横方向へ延びる前後端部１１，１２と、縦方向へ延びる両側部１３とを
有する。前後端部１１，１２間には、前胴周り域１４および後胴周り域１６と、前後胴周
り域１４，１６の間に位置する股下域１５とが画成されている。物品１０Ｃは、透液性表
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面シート１７および不透液性裏面シート１８と、両側部１３に位置して縦方向へ延びる一
対の不透液性第１防漏シート１９と、後胴周り域１６に位置して横方向へ延びる不透液性
第２防漏シート５２と、表裏面シート１７，１８の間に介在してそれらシート１７，１８
の内面に接合された吸液性コア２０とから構成されている。
【００５３】
　コア２０が延びる後胴周り域１６の部位２１は、後端部１２の側に位置する第１部位２
２と、股下域１５の側に位置する第２部位２３とに区分されている。第２部位２３の横方
向中央部２４には、コア２０をその厚み方向へ貫通する貫通孔２５が形成されている。貫
通孔２５では、表面シート１７と裏面シート１８とが互いに重なり合った状態でそれらシ
ート１７，１８の内面どうしが固着されている。
【００５４】
　表面シート１７は図１のそれと同一の親水性繊維不織布２６から形成され、裏面シート
１８は図１のそれと同一の複合シートから形成されている。第１および第２防漏シート１
９，５２は、図１のそれと同一の疎水性繊維不織布２９から形成されている。コア２０は
、図１のそれと同一の混合物であり、前後胴周り域１４，１６と股下域１５とに延びてい
る。コア２０は、横方向へ延びる両端縁３０と、縦方向へ延びる両側縁３１とを有する。
【００５５】
　股下域１５と第１および第２部位２２，２３とに位置するコア２０は、その坪量と密度
と厚み寸法とが同一である。第２部位２３に位置するコア２０の横方向の長さ寸法（貫通
孔２５を含む）は、股下域１５と第１部位２２とに位置するコア２０の横方向のそれと同
一である。コア２０は、股下域１５や第１および第２部位２２，２３における坪量と密度
と厚み寸法とが同一であるにもかかわらず、第２部位２３の横方向中央部分２４にコア２
０を貫通する貫通孔２５が形成され、横方向中央部分２４にコア２０が存在しないので、
第２部位２３に位置するコア２０の横方向の曲げ剛性が股下域１５と第１部位２２とに位
置するコア２０の横方向の曲げ剛性よりも低い。
【００５６】
　第１防漏シート１９は、縦方向へ延びる固定側部３２と、表面シート１７の上方へ起立
性向を有して縦方向へ延びる自由部３３と、前後端部１１，１２に位置して物品１０Ｂの
横方向内方へ倒伏した固定両端部３４とから形成されている。後胴周り域１６の側に位置
する固定端部３４は、後端部１２のみならず、第１部位２２の横方向両側部分３５上に位
置している。自由部３３の上方には、縦方向へ延びる伸縮性第１弾性部材３６が収縮可能
に取り付けられている。弾性部材３６の縦方向端部３７は、第２部位２３を越えて第１部
位２２の横方向両側部分３５上に達している。防漏シート１９では、弾性部材３６の収縮
力によって自由部３３が縦方向へ収縮し、自由部３３が表面シート１７の上方へ起立して
排泄物に対する障壁を形成している。
【００５７】
　第２防漏シート５２は、第１防漏シート１９の間に配置されている。防漏シート５２は
、第１部位２２に位置して横方向へ延びる固定端部５３と、固定端部５３と並行して横方
向へ延びていて第１部位２２から第２部位２３に達する自由部５４と、物品１０Ｃの両側
部１３の側に位置して縦方向内方へ倒伏した固定両側部５５とから形成されている。自由
部５４の上方には、横方向へ延びる伸縮性第２弾性部材５６が収縮可能に取り付けられて
いる。弾性部材５６は、横方向へ所定の倍率に伸長された状態で自由部５４に固着されて
いる。自由部５４の横方向両側部分５７は、第１防漏シート１９の自由部３３に固着され
ている。固定側部５５は、表面シート１７の端部３８と第１防漏シート１９の固定端部３
４との間に介在し、それらシート１７，１９の端部３４，３８内外面に固着されている。
防漏シート５２の自由部５４は、防漏シート１９の自由部３３の起立にともなって表面シ
ート１７の上方へ浮き上がり、表面シート１７から離間している。自由部５４は、排泄物
の縦方向への流動を阻止する障壁を形成する。
【００５８】
　前後端部１１，１２は、コア２０の端縁３０から縦方向外方へ延びる表裏面シート１７
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，１８の端部３８，３９と防漏シート１９の固定両端部３４とから形成されている。前後
端部１１，１２では、シート１７，１８，１９の端部３４，３８，３９が重なり合い、表
裏面シート１７，１８の内面どうしが固着され、表面シート１７の外面と防漏シート１９
の内面とが固着されている。後胴周り域１６の側に位置する防漏シート１９の固定端部３
４は、第１部位２２の横方向両側部分３５においてその内面が表面シート１７の外面に固
着されている。前後端部１１，１２には、横方向へ延びる帯状の胴周り用弾性部材４０が
収縮可能に取り付けられている。
【００５９】
　両側部１３は、コア２０の側縁３１から横方向外方へ延びる表裏面シート１７，１８の
側部４１，４２と防漏シート１９の固定側部３２とから形成されている。両側部１３では
、側部４１がコア２０の側縁３１から横方向外方へわずかに延び、側部４１からさらに横
方向外方へ側部４２と側部３１とが延びている。両側部１３では、シート１７，１８，１
９の側部３２，４１，４２が重なり合い、表裏面シート１７，１８の内面どうしが固着さ
れ、表裏面シート１７，１８の内外面と防漏シート１９の内面とが固着されている。両側
部１３には、縦方向へ延びる複数条の脚周り用弾性部材４３が収縮可能に取り付けられて
いる。
【００６０】
　後胴周り域１６の両側部１３には、繊維不織布から形成された可撓性のテープファスナ
４４が取り付けられている。テープファスナ４４の固定端部４５は、裏面シート１６の側
部４２と防漏シート１９の固定側部３２との間に介在し、それらシート１８，１９の内面
に固着されている。テープファスナ４４の自由端部４６の内面には、フック部材（図示せ
ず）が取り付けられている。前胴周り域１４には、テープファスナ４４の自由端部４６を
着脱可能に止着する可撓性のターゲットテープ４７が取り付けられている。ターゲットテ
ープ４７は、プラスチックフィルムと、フィルムに取り付けられたループ部材（図示せず
）とから形成されている。この物品１０Ｃを着用する手順は、図１の物品１０Ａと同一で
あり、その説明は省略する。
【００６１】
　物品１０Ｃは、防漏シート１９に取り付けられた弾性部材３５の収縮力によって第２部
位２３が部分的に折れ曲がり、第１部位２２が股下域１５の側へ引き寄せられ、第１部位
２２が股下域１５よりも物品１０Ｃの厚み方向上方に位置している。物品１０Ｃでは、股
下域１５と第１部位２２との間に厚み方向へ段差が生じ、第２部位２３が物品１０Ｃの厚
み方向へ延びる障壁４８と股下域１５と向かい合うポケット４９とを形成している。物品
１０Ｃは、その着用中に排泄された排泄物が後端部１２に向かって流動したとしても、排
泄物の流動が障壁４８によって阻止されるので、排泄物が後端部１２から物品１０Ｃの外
側へ漏れてしまうことがない。物品１０Ｃは、第２部位２３がポケット４９を形成し、後
端部１２に向かって流動する排泄物がポケット４９に収容されるので、後端部１２からの
排泄物の漏れを確実に防ぐことができる。
【００６２】
　物品１０Ｃでは、第２部位２３の横方向中央部分２４にコア２０を貫通する貫通孔２５
が形成されているので、横方向中央部分２４と横方向両側部分５０とにコア２０の厚み寸
法に比例する段差が形成され、物品１０Ｃの着用中に後胴周り域１６に着用者の体圧がか
かり、第２部位２３が物品１０Ｃの厚み方向へ圧縮されたとしても、第２部位２３の横方
向中央部分２４が重なり合う以前にコア２０が存在する横方向両側部分５０が重なり合い
、横方向両側部分５０に位置するコア２０の厚みによって横方向中央部分２４の重なりが
防止される。物品１０Ｃは、第２部位２３の横方向両側部分５０においてポケット４９が
潰れたとしても、横方向中央部分２４においてポケット４９が潰れることはなく、横方向
中央部分２４におけるポケット４９の開口状態が維持されるので、後胴周り域１６に着用
者の体圧がかかったとしても、排泄物がポケット４９から漏れ出すことはなく、排泄物が
後端部１２から物品１０Ｃの外側へ漏れてしまうことはない。物品１０Ｃは、第１部位２
２と第２部位２３の横方向両側部分５０とに位置するコア２０が排泄物を吸収するので、
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障壁４８やポケット４９に排泄物が残存することはない。
【００６３】
　物品１０Ｃでは、第２防漏シート５２の自由部５４が排泄物に対する障壁を形成してい
るので、物品１０Ｃの着用中に排泄された排泄物が障壁４８を乗り越えて第１部位２２に
達したとしても、排泄物の流動が防漏シート５２の自由部５４によって阻止される。物品
１０Ｃは、第２防漏シート５２の自由部５４の横方向両側部分５７が第１防漏シート１９
の自由部３３に固着され、自由部３３の起立にともなって自由部５４が表面シート１７の
上方へ浮き上がっているので、第２防漏シート５２の自由部５４が障壁として十分に機能
し、後端部１２からの排泄物の漏れを確実に防ぐことができる。
【００６４】
　物品１０Ｃでは、股下域１５と第１部位２２とに位置するコア２０の横方向の曲げ剛性
値が９．４～２８．２ｍＮの範囲にあり、第２部位２３に位置するコア２０の横方向の曲
げ剛性値が５．５～１６．５ｍＮの範囲にある。股下域１５と第１部位２２とに位置する
コア２０の曲げ剛性値が９．４ｍＮ未満では、弾性部材３６の収縮力によって股下域１５
と第１部位２２とが不規則に折れ曲がる場合があり、股下域１５や第１部位２２に位置す
るコア２０に排泄物を効率よく吸収させることができない。股下域１５と第１部位２２と
に位置するコア２０の曲げ剛性値が２８．２ｍＮを超過すると、股下域１５や第１部位２
２の剛性が必要以上に増加し、物品１０Ｃの着用感が低下する。第２部位２３に位置する
コア２０の曲げ剛性値が５．５ｍＮ未満では、弾性部材３６の収縮力によって第２部位２
３が不規則に折れ曲がり、第２部位２３によって障壁４８やポケット４９を形成すること
ができない場合がある。第２部位２３に位置するコア２０の曲げ剛性値が１６．５ｍＮを
超過すると、第２部位２３においてコア２０が折れ曲がり難くなり、弾性部材３６の収縮
力によって第１部位２２を股下域１５の側に引き寄せることができず、第２部位２３によ
って障壁４８やポケット４９を形成することができない場合がある。股下域１５や第１お
よび第２部位２２，２３に位置するコア２０の曲げ剛性値は、ガーレ法（ＪＩＳ　Ｌ　１
０９６－０１－８.２０.１）に準拠して測定した。曲げ剛性値の測定方法は、物品１０Ａ
のそれと同一である。
【００６５】
　物品１０Ｃでは、弾性部材３６を含む防漏シート１９の自由部３３の９０％伸長時にお
ける伸長応力が０．０２～０．３２Ｎの範囲にある。自由部３３の伸長応力が０．０２Ｎ
未満では、弾性部材３６の収縮力が弱く、第１部位２３を股下域１５の側へ引き寄せるこ
とができず、後胴周り域１６の第２部位２３によって障壁４８やポケット４９を形成する
ことができない。自由部３３の伸長応力が０．３２Ｎを超過すると、第１部位２２が股下
域１５の側に倒伏する場合があり、第２部位２３が形成するポケット４９がその口を閉じ
てしまう場合がある。なお、自由部３３の伸長応力の測定方法は、図１の物品１０Ｃのそ
れと同一である。
【００６６】
　それら図示の物品１０Ａ，１０Ｂ，１０Ｃは、第２部位２３が物品１０Ａ，１０Ｂ，１
０Ｃの厚み方向へ延びる障壁４８と股下域１５と向かい合うポケット４９とを形成してい
るが、弾性部材３６の伸長応力によっては第２部位２３が障壁４８とポケット４９とのう
ちのいずれか一方を形成する場合がある。たとえば、弾性部材３６の収縮力によって第１
部位２２が股下域１５の側へわずかに引き寄せられた場合は、第２部位２３が後端部１２
の側へ傾斜し、第２部位２３が障壁４８のみを形成する。また、弾性部材３６の収縮力に
よって第１部位２２が第２部位を越えて股下域１５にまで引き寄せられた場合は、第２部
位２３が股下域１５の側へ傾斜し、第２部位２３がポケット４９のみを形成する。
【００６７】
　表面シート１７には、親水性繊維不織布の他に、多数の開孔を有する疎水性繊維不織布
、微細な多数の開孔を有するプラスチックフィルムのいずれかを使用することもできる。
裏面シート１８には、疎水性繊維不織布、通気不透液性プラスチックフィルム、２枚以上
の疎水性繊維不織布をラミネートした複合不織布のいずれかを使用することもできる。裏
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面シート１８や防漏シート１９，５２には、高い耐水性を有するメルトブローン不織布の
両面または片面に高い強度と良好な柔軟性とを有するスパンボンド不織布を重ね合わせた
複合不織布（ＳＭ不織布、ＳＭＳ不織布、ＳＭＭＳ不織布）を使用することもできる。
【００６８】
　繊維不織布には、スパンレース、ニードルパンチ、メルトブローン、サーマルボンド、
スパンボンド、ケミカルボンドの各製法により製造された不織布を使用することができる
。不織布の構成繊維には、ポリエステル系、ポリアクリロニトリル系、ポリ塩化ビニル系
、ポリエチレン系、ポリプロピレン系、ポリスチレン系を使用することができる。構成繊
維には、芯鞘型複合繊維、並列型複合繊維、異型中空繊維、微多孔繊維、接合型複合繊維
を使用することもできる。
【００６９】
　表裏面シート１７，１８どうしの固着、シート１７，１８に対する防漏シート１９，５
２の固着、シート１７，１８に対するコア２０の接合、シート１７，１８，１９，５２に
対する弾性部材３７，４１，４４，５６の固着には、接着剤、または、ヒートシールやソ
ニックシール等の熱による溶着手段を利用することができる。接着剤には、ホットメルト
型接着剤やアクリル系接着剤、ゴム系接着剤を使用することができる。
【００７０】
　接着剤は、表面シート１７や裏面シート１８、防漏シート１９，５２にスパイラル状や
波状、ジグザグ状、ドット状、縞状のうちのいずれかの態様で塗布されていることが好ま
しい。接着剤をそれらの態様でシート１７，１８，１９，５２に塗布すると、それらシー
ト１７，１８，１９，５２に接着剤が塗布された塗布域と接着剤が塗布されていない非塗
布域とが形成され、それらシート１７，１８，１９，５２どうしが断続的に固着され、コ
ア２０がシート１７，１８に断続的に接合されるとともに、弾性部材３７，４１，４４，
５６がシート１７，１８，１９，５２に断続的に固着される。
【図面の簡単な説明】
【００７１】
【図１】一例として示す使い捨て着用物品の部分破断斜視図。
【図２】表面シートの側から示す図１の物品の平面図。
【図３】図１の３－３線矢視断面図。
【図４】図１の４－４線矢視断面図。
【図５】図１の５－５線端面図。
【図６】他の一例として示す使い捨て着用物品の部分破断斜視図。
【図７】表面シートの側から示す図６の物品の平面図。
【図８】図６の８－８線矢視断面図。
【図９】図６の９－９線矢視断面図。
【図１０】他の一例として示す使い捨て着用物品１０Ｃの部分破断斜視図。
【図１１】表面シートの側から示す図１０の物品の平面図。
【図１２】図１０の１２－１２線矢視断面図。
【図１３】図１０の１３－１３線矢視断面図。
【符号の説明】
【００７２】
　１０Ａ　　使い捨て着用物品
　１０Ｂ　　使い捨て着用物品
　１０Ｃ　　使い捨て着用物品
　１１　　前端部
　１２　　後端部
　１３　　両側部
　１４　　前胴周り域
　１５　　股下域
　１６　　後胴周り域
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　１７　　透液性表面シート
　１８　　不透液性裏面シート
　１９　　不透液性第１防漏シート
　２０　　吸液性コア
　２１　　部位
　２２　　第１部位
　２３　　第２部位
　２４　　横方向中央部分
　２５　　貫通孔
　３２　　固定側部
　３３　　自由部
　３４　　固定両端部
　３５　　横方向両側部分
　３６　　伸縮性第１弾性部材
　３７　　縦方向端部
　４８　　障壁
　４９　　ポケット
　５０　　横方向両側部分
　５１　　ノッチ
　５２　　不透液性第２防漏シート
　５３　　固定端部
　５４　　自由部
　５５　　固定両側部
　５６　　伸縮性第２弾性部材
　５７　　横方向両側部分
【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】
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